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働
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介
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介
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Ｏ
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介
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介
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性
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き
が
い
向
上
の
実
現
へ

独
自
シ
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時
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削
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Ｄ
Ｘ
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ど
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い
う
世
界
を
作
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の
か
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い
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認
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成
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カ
ギ

㍿
ベ
ネ
ッ
セ
ス
タ
イ
ル
ケ
ア
　代
表
取
締
役
社
長
　
滝
山 

真
也 

氏

㍿
チ
ャ
ー
ム
・
ケ
ア
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Ｃ
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Ｏ
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週
休
３
日
制
な
ど
ス
タ
ッ
フ
の
多
様
な
働
き
方
促
進

中
途
採
用
の
応
募
者
数
２
割
増
と
Ｐ
Ｒ
効
果
抜
群

介
護
の
匠「
マ
ジ
神
」２
，０
０
０
名
認
定
に
向
け
育
成

マ
ジ
神
の
思
考
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
搭
載
し
た
Ａ
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も
開
発

介
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人
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の
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介護付き
ホーム
研究サミット
2024

10/15［東京・千代田区］ 
第 12 回
事例研究発表全国大会

1. 優秀賞 10 組の演題発表 
2. 特別講演　「高齢者施設のポリファーマシー対策～入居者と職員の QOL を改善するために、多職種でできること～」 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター センター長／一般社団法人日本老年薬学会 代表理事　秋下 雅弘 氏

サービス向上 
プロジェクト

10/9［オンライン］ 
スキンケア研修

保湿から始めるスキンケア～皮膚トラブルを解消する、正しい知識と保湿ケアの見直し～ 
マルホ株式会社 地域連携推進グループ 医療情報担当 チーフ　澤井 徹 氏

11/29［大阪市］ 
現場職員向け実技研修

今さら聞けない介護技術～押さえておきたい自立支援の介助のコツを理学療法士が伝授～ 
・目的・ボディメカニクスの活用（講義） 
・ベッド - 車いす間・介助度別・疾患別の移乗（実技） 
・ベッド上での体位変換・更衣介助・ポジショニング（実技） 
・生活リハビリの基本 ワンポイントアドバイス（講義） 
株式会社プラスアール 理学療法士　中野 誠也 氏　村田 慎一郎 氏　稲岡 孝紀 氏

12/18［オンライン］ 
接遇研修

介護付きホームの接遇向上研修～これからの時代の在り方を自ら考え、整える～ 
ツクイスタッフ研修サービス　福嶋 潤一 氏

経営支援
プロジェクト

12/4［大阪市］ 
BCP 策定・訓練研修

介護付きホーム・令和 6 年度介護報酬改定対応 
・自然災害編（水害 BCP の策定要領＋訓練のやり方）・感染症編（感染症 BCP の策定要領＋訓練のやり方） 
SOMPOリスクマネジメント株式会社 医療・介護コンサルティング部 上席コンサルタント　宮本 薫 氏

介護付き
ホーム連絡会

10/8［大分市・オンライン］ 
第 1回 大分県 
介護付きホーム連絡会

福祉施設における虐待と身体拘束について学ぶ 
社会福祉法人希望の丘 地域部長、旅路の荘 施設長／公益財団法人福岡県介護支援専門員協会 副会長　江上 文幸 氏

10/29［津市］ 
第 1回 三重県 
介護付きホーム連絡会

1. 介ホ協ホームページの利活用について 
2. 介護人材の確保・定着・育成・処遇等について　
社会福祉法人三幸福祉会 企画開発部 部長　柳沼 亮一 氏 
3. 意見交換会

10/30［朝霞市］ 
第 1回 埼玉県 
介護付きホーム連絡会

1. 介ホ協からのお知らせ 
2. 意見交換会・交流会 
3. 施設見学会（医療法人山柳会 介護付有料老人ホームコンフォルト朝霞）

11/1［東京・千代田区］ 
第 1回 東京都 
介護付きホーム連絡会

1. 生産性向上の取組と支援制度活用 
一般社団法人全国介護付きホーム協会 事務局員／ SOMPO ケア株式会社 経営企画部　佐々木 淳也 
2. 意見交換会

11/7［高松市］ 
第 1回 香川県 
介護付きホーム連絡会

1. DX 人材育成に助成金活用可能！カスタマイズ可能なシステムで生産性向上 
株式会社 NH ホールディングス ソリューション営業部　鈴木 隆広 氏・村上 順洋 氏 
2. 事業者間の懇談会 
3. 介ホ協からのお知らせ

11/8［京都市］ 
第 1回 京都府 
介護付きホーム連絡会

1. 認知症について学ぶ 
京都大学大学院 医学研究科 人間健康科学系専攻 教授　木下 彩栄 氏 
2. 意見交換会

11/8［岡山市］ 
第 1回 岡山県 
介護付きホーム連絡会

1. 災害リスクと避難のタイミング　
岡山市危機管理室　近藤 真吾 氏 
2. 事業者間の懇談会（① BCP 策定・訓練について　②マイナンバーカードの取扱について）　 
3. 各種お知らせ

11/8［松山市］ 
第 1回 愛媛県 
介護付きホーム連絡会

1. 介護付きホームのリスクマネジメントについて 
2. DX 人材育成に助成金活用可能！カスタマイズ可能なシステムで生産性向上 
株式会社 NH ホールディングス ソリューション営業部　鈴木 隆広 氏・村上 順洋 氏 
3. 事業者間の懇談会

11/27［千葉市］ 
第 1回 千葉県 
介護付きホーム連絡会

1.ご挨拶　一般社団法人全国介護付きホーム協会 千葉支部 支部長／株式会社マザアス マザアス南柏 支配人　笹川 仁 
2. 生産性向上推進体制加算（Ⅰ）の成功事例２選　
コニカミノルタ株式会社　清水 景絵 氏　遠藤 憲治 氏 
3. 意見交換会

12/6［鹿児島市］ 
第 1回 鹿児島県 
介護付きホーム連絡会

鹿児島支部設立記念セミナー 
介護付きホーム・令和 6 年度介護報酬改定対応 
・自然災害編（水害 BCP の策定要領＋訓練のやり方）・感染症編（感染症 BCP の策定要領＋訓練のやり方） 
SOMPOリスクマネジメント株式会社 医療・介護コンサルティング部 上席コンサルタント　宮本 薫 氏

12/20［広島市］ 
第 1回 広島県・山口県 
介護付きホーム連絡会

1.リスクマネジメント 
「カスタマーハラスメント」 あいおいニッセイ同和損保 広島支店 地域戦略室 
「介護施設における DX（アプリ作成）と助成金活用について」 株式会社 NH ホールディングス ソリューション営業部 
「令和6年度介護報酬改定後の経過」 一般社団法人全国介護付きホーム協会 事務局長補佐　伊豆 修一 
2. 情報交換会
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現
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の
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護
人
材
を

　

 

取
り
巻
く
状
況

　

我
が
国
の
総
人
口
は
２
０
２
３
年
10

月
１
日
時
点
で
約
１
億
２
４
３
５
万

人
、
65
歳
以
上
人
口
は
約
３
６
２
３
万

人
と
な
り
、
総
人
口
に
占
め
る
割
合

（
高
齢
化
率
）
は
29
・
１
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
２
０
２
５
年
に
は

団
塊
の
世
代
が
全
て
75
歳
以
上
と
な

り
、
そ
の
後
２
０
４
０
年
頃
に
は
、
団

塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
が
65
歳
以
上
と
な
る

こ
と
で
高
齢
者
の
数
が
ピ
ー
ク
を
迎
え

る
と
さ
れ
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
需
要
も
増

加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
く
と
考
え
ら

れ
ま
す
。
そ
れ
と
同
時
に
生
産
年
齢
人

口
（
15
歳
～
64
歳
）
の
減
少
も
進
ん
で

に
基
づ
き
推
計
し
た
数
字
に
よ
る
と
、

２
０
２
６
年
度
に
約
２
４
０
万
人
、

２
０
４
０
年
度
に
約
２
７
２
万
人
が
必

要
と
の
結
果
が
出
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
近
年
の
介
護
職
員
数
の
推

移
を
見
て
み
る
と
、
２
０
２
３
年
10
月

１
日
時
点
で
約
２
１
２・６
万
人（
対
前

年
△
２
・
９
万
人
）
と
な
っ
て
お
り
ま

す
。
一
方
、
離
職
率
は
、
様
々
な
対
策

や
事
業
者
の
皆
様
方
の
ご
尽
力
も
あ
っ

て
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
人
材
確

保
が
一
段
と
厳
し
く
な
る
中
で
、
将
来

に
わ
た
っ
て
必
要
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
を

安
心
し
て
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
担
い
手

の
確
保
は
喫
緊
の
課
題
と
認
識
し
て
お

り
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
取
組
を
強
化
し

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
（
図
表
1
）。

お
り
、
１
９
９
５
年
の
８
７
１
６
万
人

を
ピ
ー
ク
に
、
そ
の
後
減
少
に
転
じ
、

そ
の
数
は
２
０
２
３
年
10
月
時
点
で
約

７
３
９
５
万
人
、
２
０
２
５
年
に
は

７
１
７
０
万
人
と
、総
人
口
の
59
・５
％

ま
で
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
中
で
、
介
護
関
係
職
種

の
有
効
求
人
倍
率
は
２
０
２
４
年
10
月

に
は
４
・
23
倍
と
全
職
種
の
有
効
求
人

倍
率
の
１
・
16
倍
を
大
幅
に
上
回
っ
て

お
り
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
進
む

中
、
介
護
人
材
確
保
は
非
常
に
厳
し
い

状
況
に
あ
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
で
は
、
将
来
必
要
と
考

え
ら
れ
る
介
護
職
員
数
を
２
０
２
４

年
７
月
に
公
表
し
て
お
り
、
各
都
道

府
県
が
第
９
期
介
護
保
険
事
業
計
画

２ 

介
護
人
材
確
保
対
策
の

　

 

基
本
的
な
考
え
方
、

　

 

こ
れ
ま
で
の
取
組

　

介
護
人
材
確
保
の
目
指
す
姿
に
つ
い

て
は
、
い
わ
ゆ
る
「
ま
ん
じ
ゅ
う
型
」

か
ら
「
富
士
山
型
」
へ
の
構
造
転
換
が

示
さ
れ
た
こ
と
（
平
成
27
年
２
月
福
祉

人
材
確
保
専
門
委
員
会
報
告
書
）
を
踏

ま
え
、
介
護
の
担
い
手
の
裾
野
を
広
げ

つ
つ
、質
の
高
い
介
護
福
祉
士
の
養
成
・

定
着
等
に
努
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

昨
今
、
介
護
職
の
働
き
方
が
多
様
化

し
、考
え
方
や
意
識
も
変
化
す
る
中
で
、

令
和
５
年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事

業
に
お
い
て
、
介
護
職
員
の
意
欲
、
能

力
、
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
等
に
応
じ
た

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
構
築
し
、
定
着
促
進

や
資
質
向
上
に
つ
な
げ
る
観
点
か
ら
、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
だ
け
で
は
な
く
、
看
取

り
ケ
ア
等
の
特
定
の
ス
キ
ル
を
極
め
る

こ
と
や
、
地
域
住
民
に
対
し
介
護
の
知

識
や
技
術
の
指
導
を
行
う
こ
と
な
ど
、

多
様
な
キ
ャ
リ
ア
の
選
択
肢
、
複
数
の

到
達
点
を
持
つ
「
山
脈
型
キ
ャ
リ
ア
モ

デ
ル
」
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
本
モ
デ
ル

で
は
、
様
々
な
キ
ャ
リ
ア
に
対
応
す
る

特集 ●❶介護人材の確保・育成・定着

総合事業

訪問系

通所系

入所系

小規模多機能型居宅介護など

要介護（支援）認定者

（※１）

（単位：万人）

要介護（支援）認定者数
（単位：万人）

介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する職員数。

注１） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数。（各年度の 月 日現在）
注２） 調査方法の変更に伴い、推計値の算出方法に以下のとおり変動が生じている。

（※３）

平成 ～ 年度 「介護サービス施設・事業所調査」（介サ調査）は全数調査を実施しており、各年度は当該調査による数値を記載。

平成 ～ 年度 介サ調査は、全数の回収が困難となり、回収された調査票のみの集計となったことから、社会・援護局において全数を推計し、各年度は当該数値を記載。（※１）

平成 年度～ 介サ調査は、回収率に基づき全数を推計する方式に変更。（※２）

注３） 介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の取扱い

平成 ～ 年度
総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護に相当するサービス）に従事する介護職員は、介サ調査の対象ではなかったため、社会・援護局で推計し、これらを加えた数値を各年度の 内に示している。
（※３）

令和元年度～ 総合事業も介サ調査の調査対象となったため、総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護相当のサービスを本体と一体的に実施している事業所に限る）に従事する介護職員が含まれている。（※４）

（※４）

（※２）

図表

1

図表

2

各記事に右記の区分表示をしています。これは、会報「介護付きホームNEWS LETTER 106号」P11に掲載している
介ホ協「３つの未来チャレンジ」のうち、主にどの区分の推進事項に該当するかを示したものです。３つの未来チャレンジ

日
本
の
少
子
高
齢
化
が
進
む
中
、労
働
人
口
の
減
少
に
よ
る
介
護
人
材
不
足
は
深
刻
な
問
題
で
す
。

そ
こ
で
本
特
集
で
は
、介
護
人
材
を
取
り
巻
く
状
況
と
人
材
確
保
の
た
め
の
対
策
に
つ
い
て
、

厚
生
労
働
省 

福
祉
人
材
確
保
対
策
室
長
の
𠮷
田
氏
に
解
説
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。後
半
の「
経

営
者
が
語
る
」で
は
、介
護
付
き
ホ
ー
ム
を
運
営
す
る
4
名
の
経
営
者
に
、働
き
や
す
い
介
護

現
場
に
向
け
た
取
組
を
紹
介
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

※
１
月
27
日
に
開
催
し
た「
経
営
者
セ
ミ
ナ
ー
」講
演
の
概
要
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

𠮷
田 

昌
司 

氏

厚
生
労
働
省
　

社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課
　

福
祉
人
材
確
保
対
策
室
長

特
集
●❶
介
護
人
材
の
確
保・育
成・定
着

介
ホ
協「
３
つ
の
未
来
チ
ャ
レ
ン
ジ
」

品
質
向
上

働
き
が
い
向
上

持
続
可
能
性
向
上
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事
の
掲
載
も
行
っ
て
い
る
の
で
、
多
く

の
方
に
ご
覧
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
全
国
的
な
イ
ベ

ン
ト
や
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
広
告
な
ど
、
発
信
力
の
あ
る
事

業
者
に
よ
る
企
画
・
発
信
に
加
え
て
、

２
０
２
４
年
度
よ
り
、
介
護
職
自
ら
が

主
体
と
な
り
、
自
ら
の
声
で
介
護
の
仕

事
の
魅
力
・
や
り
が
い
・
誇
り
を
発
信

す
る
コ
ン
テ
ン
ツ
の
企
画
・
制
作
等
を

行
う
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
発
信

力
あ
る
事
業
者
と
連
携
し
て
広
く
発
信

す
る
こ
と
で
、
更
な
る
介
護
の
仕
事
の

魅
力
・
社
会
的
評
価
の
向
上
を
図
り
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

介
護
の
仕
事
が
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
要
素

で
語
ら
れ
る
こ
と
も
多
い
中
、
実
際
に

介
護
の
仕
事
に
就
い
て
い
る
人
が
や
り

が
い
や
魅
力
を
発
信
す
る
こ
と
で
、
リ

ア
ル
な
声
、
真
に
届
く
声
に
な
る
と
考

え
て
い
ま
す
。

　

地
域
に
お
け
る
魅
力
発
信
の
取
組
も

非
常
に
重
要
で
す
。
地
方
自
治
体
に
お

い
て
も
、
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基

金
等
を
活
用
し
、
地
域
の
実
情
に
応
じ

た
タ
ー
ゲ
ッ
ト
別（
若
年
層
、ア
ク
テ
ィ

ブ
シ
ニ
ア
等
）
の
情
報
発
信
や
理
解
促

進
に
向
け
た
様
々
な
取
組
等
を
実
施
し

て
い
ま
す
。

　

た
と
え
ば
広
島
県
で
は
、広
島
県（
行

政
）
や
事
業
者
団
体
、
職
能
団
体
、
教

育
委
員
会
等
で
構
成
さ
れ
る
「
広
島
県

福
祉
・
介
護
人
材
確
保
等
総
合
支
援
協

議
会
」
を
設
置
し
、「
人
材
マ
ッ
チ
ン

グ
」「
職
場
環
境
改
善
や
資
質
向
上
」「
イ

メ
ー
ジ
改
善
・
理
解
促
進
」
を
３
本
柱

と
し
て
、
様
々
な
取
組
を
実
施
し
て
い

ま
す
。「
イ
メ
ー
ジ
改
善
・
理
解
促
進
」

で
は
、
若
手
の
介
護
職
員
を
中
心
と
し

た
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
を
設
置
。
地
域

の
小
中
高
大
学
へ
の
出
前
講
座
や
魅
力

発
信
の
イ
ベ
ン
ト
を
精
力
的
に
行
い
、

若
者
の
福
祉
・
介
護
分
野
へ
の
参
入
促

進
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

事
業
者
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て

は
、こ
う
し
た
行
政
の
取
組
を
は
じ
め
、

介
護
の
仕
事
の
理
解
促
進
・
社
会
的
評

価
の
向
上
に
つ
な
が
る
取
組
に
も
ご
協

力
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
介
護
ロ
ボ
ッ

ト
等
の
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
導
入
に
よ
る

現
場
の
負
担
軽
減
の
取
組
や
外
国
人
介

護
人
材
の
受
入
環
境
整
備
な
ど
、
様
々

な
取
組
を
実
施
し
て
お
り
ま
す
が
、
介

護
人
材
確
保
に
向
け
て
は
、
あ
ら
ゆ
る

取
組
を
総
合
的
に
実
施
し
て
い
く
こ
と

が
非
常
に
重
要
で
す
。

　

結
び
に
、
高
齢
者
が
増
加
し
、
生
産

年
齢
人
口
が
減
少
す
る
中
で
、
将
来
に

わ
た
っ
て
誰
も
が
必
要
な
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
安
心
し
て
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
事

業
者
の
皆
様
と
も
連
携
し
な
が
ら
様
々

な
検
討
を
進
め
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
対

策
を
講
じ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え

て
い
ま
す
。

役
割
や
必
要
な
研
修
体
系
等
の
事
例
も

整
理
し
て
お
り
、
実
際
に
こ
の
よ
う
な

多
様
な
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
明
確
化
し
、

そ
の
支
援
を
行
う
事
業
者
も
あ
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

厚
生
労
働
省
で
は
、
令
和
６
年
度
補

正
予
算
に
計
上
さ
れ
た
「
山
脈
型
キ
ャ

リ
ア
モ
デ
ル
普
及
促
進
モ
デ
ル
事
業
」

も
活
用
し
な
が
ら
、
介
護
現
場
へ
の
普

及
・
浸
透
を
目
指
し
た
事
業
を
実
施
す

る
予
定
で
す
。
こ
う
し
た
モ
デ
ル
の
構

築
に
よ
り
、
介
護
現
場
が
魅
力
的
な
職

場
と
な
る
こ
と
も
考
え
、
本
キ
ャ
リ
ア

モ
デ
ル
の
趣
旨
を
ご
理
解
い
た
だ
き
、

導
入
・
普
及
に
ご
協
力
い
た
だ
け
る
と

大
変
あ
り
が
た
い
と
考
え
て
い
ま
す

（
図
表
2
）。

　

介
護
人
材
の
確
保
に
向
け
て
は
、

様
々
な
取
組
を
総
合
的
に
進
め
て
い
く

こ
と
が
必
要
で
あ
り
、「
参
入
促
進
」「
資

質
の
向
上
」「
労
働
環
境
・
処
遇
の
改
善
」

と
い
う
柱
を
立
て
、
引
き
続
き
対
策
を

進
め
て
い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
累
次

に
わ
た
る
処
遇
改
善
を
は
じ
め
、
Ｉ
Ｃ

Ｔ
や
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
と
い
っ
た
テ
ク
ノ

ロ
ジ
ー
を
活
用
し
た
生
産
性
向
上
の
推

進
に
よ
る
現
場
の
負
担
軽
減
、
介
護
の

仕
事
の
魅
力
発
信
・
社
会
的
評
価
の
向

上
、
外
国
人
介
護
人
材
の
受
入
環
境
整

備
等
、
様
々
な
取
組
を
総
合
的
に
実
施

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

周
辺
業
務
な
ど
（
食
事
の
準
備
・
片

付
、
掃
除
、
ベ
ッ
ド
メ
イ
キ
ン
グ
や

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
）
を
切
り

出
し
た
上
で
、
民
間
事
業
者
の
マ
ッ

チ
ン
グ
機
能
等
を
活
用
し
、
効
率
的

に
短
期
・
短
時
間
の
業
務
と
未
経
験

者
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
実
施

●	

Ｗ
Ｅ
Ｂ
や
ア
プ
リ
等
の
活
用
で
、

マ
ッ
チ
ン
グ
コ
ス
ト
を
下
げ
つ
つ
、

介
護
事
業
者
の
状
況
等
の
見
え
る
化

も
促
進
し
な
が
ら
、
未
経
験
者
が
介

護
現
場
で
業
務
す
る
こ
と
の
心
理
的

ハ
ー
ド
ル
を
下
げ
る

な
ど
に
よ
り
、
未
経
験
者
が
介
護
現
場

と
の
接
点
を
持
つ
こ
と
で
、
職
場
体
験

を
き
っ
か
け
と
し
た
入
職
に
も
つ
な

げ
、
介
護
現
場
と
地
域
の
つ
な
が
り
を

育
ん
で
い
た
だ
き
ま
す
。
こ
う
し
た
人

材
を
受
け
入
れ
る
事
業
者
側
に
お
い
て

も
、
現
場
の
業
務
負
担
軽
減
が
図
ら
れ

る
な
ど
、
様
々
な
効
果
が
期
待
で
き
る

と
思
わ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
自
治
体
が
こ
う
し
た
モ
デ
ル

を
構
築
し
て
い
く
こ
と
で
、
そ
の
実
施

過
程
を
踏
ま
え
、
課
題
・
効
果
・
取
組

手
法
を
と
り
ま
と
め
、
事
業
所
が
マ
ッ

チ
ン
グ
等
の
導
入
に
資
す
る
よ
う
な
周

知
・
普
及
を
行
い
た
い
と
考
え
て
お
り

ま
す
（
図
表
3
）。

⑵	

介
護
の
仕
事
の
理
解
促
進
・
魅
力
向

上
の
取
組
（
介
護
の
し
ご
と
魅
力
発

信
等
事
業
）

　

様
々
な
世
代
や
他
分
野
の
方
な
ど
、

多
様
な
人
材
に
介
護
分
野
で
就
労
し
て

い
た
だ
け
る
よ
う
、
介
護
の
仕
事
に
対

す
る
理
解
促
進
や
イ
メ
ー
ジ
・
社
会
的

評
価
の
向
上
を
図
る
た
め
の
取
組
を

行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
「
介
護
の
し
ご
と
魅
力

発
信
等
事
業
」
が
あ
り
ま
す
が
、
本
事

業
は
介
護
の
仕
事
の
魅
力
を
伝
え
、
介

護
に
対
す
る
イ
メ
ー
ジ
を
向
上
さ
せ
る

た
め
、
介
護
に
つ
い
て
理
解
を
促
進
す

る
た
め
の
体
験
型
・
参
加
型
イ
ベ
ン
ト

の
開
催
や
様
々
な
情
報
発
信
な
ど
を
行

い
、
介
護
分
野
へ
の
多
様
な
人
材
の
参

入
促
進
・
定
着
を
図
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
、
発
信
力
の

あ
る
民
間
事
業
者
と
も
協
力
し
、
テ
レ

ビ
、
新
聞
、
イ
ベ
ン
ト
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を

活
用
し
、
介
護
に
関
心
の
な
か
っ
た

方
々
に
も
興
味
を
持
っ
て
も
ら
え
る
よ

う
な
情
報
発
信
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

最
近
で
は
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
や
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
等
に
よ
る
広
告
を
活
用
し
た
取

組
等
も
進
め
て
お
り
、
ま
た
、
情
報
発

信
の
プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
と
し
て
、
介
護

の
し
ご
と
魅
力
発
信
の
た
め
の
ポ
ー
タ

ル
サ
イ
ト
「
知
る
。
わ
か
る
。
介
護
の

し
ご
と
」も
立
ち
上
げ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

現
役
の
介
護
職
や
介
護
を
志
す
学
生

の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
介
護
現
場
の
紹
介

の
ほ
か
、
魅
力
発
信
・
理
解
促
進
を
目

的
と
し
た
人
気
漫
画
と
コ
ラ
ボ
レ
ー

シ
ョ
ン
し
た
漫
画
の
掲
載
や
、
雑
誌
記

　

こ
こ
か
ら
は
具
体
的
に
い
く
つ
か
の

取
組
に
つ
い
て
紹
介
い
た
し
ま
す
。

⑴	

新
た
な
参
入
促
進
（
介
護
未
経
験
者　

マ
ッ
チ
ン
グ
機
能
強
化
モ
デ
ル
事
業
）

　

介
護
分
野
へ
の
多
様
な
人
材
層
の
参

入
促
進
を
図
る
た
め
、
主
に
未
経
験
者

が
有
償
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て
活
躍
い

た
だ
け
る
よ
う
、
マ
ッ
チ
ン
グ
機
能
を

強
化
す
る
モ
デ
ル
（
例
：
民
間
事
業
者

の
マ
ッ
チ
ン
グ
機
能
を
活
用
し
、
い
わ

ゆ
る
す
き
ま
時
間
を
活
用
す
る
な
ど
し

て
、
未
経
験
者
で
も
行
う
こ
と
の
で
き

る
介
護
現
場
の
周
辺
業
務
等
を
効
率
的

に
短
期
・
短
時
間
で
実
施
で
き
る
仕
組

み
等
）
事
業
を
実
施
す
る
予
定
で
す
。

　

こ
う
し
た
モ
デ
ル
事
業
の
支
援
・
横

展
開
を
通
じ
、
こ
れ
ま
で
介
護
に
関
わ

り
の
な
か
っ
た
層
の
介
護
現
場
へ
の
接

点
を
増
加
さ
せ
、
介
護
人
材
の
裾
野
を

更
に
広
げ
る
と
と
も
に
、
介
護
現
場
と

地
域
の
つ
な
が
り
の
強
化
を
図
り
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

　

都
道
府
県
や
市
区
町
村
が
、
地
域
の

実
情
に
応
じ
て
こ
う
し
た
モ
デ
ル
を
構

築
す
る
こ
と
を
支
援
し
、
そ
の
経
過
・

成
果
を
横
展
開
し
て
普
及
し
て
い
く
イ

メ
ー
ジ
で
す
が
、
具
体
的
に
は

●
地
方
自
治
体
が
、
地
域
の
介
護
事
業

者
等
と
連
携
し
、
介
護
未
経
験
者
で

も
行
う
こ
と
の
で
き
る
介
護
現
場
の

図表

3

介護のしごと魅力発信のためのポータルサイト
「知る。わかる。介護のしごと」
https://kaigonoshigoto.jp/

特集 ●❶介護人材の確保・育成・定着

特
集
●❶
介
護
人
材
の
確
保・育
成・定
着

介
ホ
協「
３
つ
の
未
来
チ
ャ
レ
ン
ジ
」

品
質
向
上

働
き
が
い
向
上

持
続
可
能
性
向
上
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▍インカム（アプリ型）

◼ スタッフ間の指示、伝達等のコミュニケーション効率が
劇的に改善

◼ 全 ホームに導入済み 年 月 日時点

（メーカーのサイエンスアーツ様の で紹介されました）

－介護報酬加算（生産性向上推進体制加算）－
見守り支援機器・インカム・介護記録システム３点セットを
導入し、かつ、生産性向上ガイドラインに基づく業務改善の
実施、委員会の開催など諸々の条件すべてを満たすことによ
り、ご入居者様１名当たり 単位／月を得られる新たな介
護報酬加算創設（ 年４月より）
⇒当期より可能なホームから加算を取得

▍ポータブルエコーによる先進的な排泄ケア

◼ ガイド付きエコー「 」 全ホームに導入
老人ホームへの一斉導入は業界初！

◼ 膀胱・直腸を可視化し、失便・尿失禁 排泄介護時間が減少
ご入居者様の 向上 スタッフの負担軽減につながった

517 
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Before After

排泄介護時間（分）

8.6

2.7
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Before After

下剤 服用回数（回）

約 回減

分減
ガイドが直腸の便を捉えた画像

介護DXの促進

ベ ネッセスタイルケアでは、ご入居
者様のQOL向上と、より働きやす

い介護現場を実現するための取組とし
て、2019年より「マジ神」という介護の
匠とも呼べる人材を育成しています。
　あるホームで認知症のご入居者様へ
の対応が困難なことが課題となってい
ました。そこに専門性の高いスタッフが
関与したところ、たちまちご入居者様の
表情が和らぎました。それを見ていたス
タッフの「マジ、神っすね」の一言をきっ
かけに生まれたのが「マジ神」です。
　ご入居者様のQOL向上に重要な「認
知症ケア」「安全管理と再発防止」「介護
技術」「医療連携&ACP」の４つ要素の
うち、そのいずれかに突き抜けた専門性
を持つスタッフをマジ神と認定します。
1つの要素につき、月１万円を支給して
おり、現在2名が4要素全ての認定を受
けています。
　これまで介護の現場では、優れたス
タッフがいても、持っている技術やノウ
ハウ、考え方などを上手く言語化でき
ず、他のスタッフに伝えるのが難しいと

チャーム・ケア・コーポレーション
では、「少数精鋭プロジェクト」

と題した業務見直しによる経営のスリ
ム化を図っています。国内全産業の人材
獲得競争が急激に激化し、介護業界の
人材確保も難しくなる中、90名の人員
削減に成功しました。現在はスモールオ
フィスを掲げ、執務スペースのコンパク
ト化にも取り組んでいます。
　介護DXなどによる生産性の向上も
重要テーマです。社内に「介護DX推進
課」を設置し、当社では初めて社内公募
で人員を募集しました。既にインカムと
排泄ケアをサポートするAIガイド付き
エコーは全ホームに導入済です。特にAI
ガイド付きエコーの一斉導入は、業界で
も初のケースです。ご入居者様の睡眠を
解析する見守り支援機器も現在、ホーム
総ベッド数の73.1％に導入済で、2026
年6月期中に100％の導入を目指して
います。
　このほか、配膳ロボットや清掃ロボッ
トなどを一部のホームに導入していま
す。配膳ロボットでは、配膳に関わるス

いう現実がありました。そこで、マジ神
の育成に際しては、まずインタビューな
どを通じてマジ神の頭の中を言語化し
ました。これには２年近くかかりました。
それを育成プログラムに落とし込み、希
望者に対して研修・試験を行い、マジ神
を育てています。今年4月には、各ホー
ムに1名程度のマジ神がいる状態となり
ます。2028年度には、累積マジ神認定
数2,000名を目指します。

ま た、マジ神の思考やノウハウをAI
に学ばせた「マジ神AI」も開発し、

活用を進めています。AIが記録システム
内のデータや各種センサー類のデータ
から、ご入居者様のBPSDを自動で検知
したり、ご入居者様が現在抱えている不
調の要因と考えられる候補をランキン
グ形式で表示したりします。加えて、今
後のケアの方針についてのヒントも提
示することで、若手や経験の浅いスタッ
フでもご入居者様一人ひとりに合った
最適なケアができるように支援します。
この「マジ神AI」については将来、他の
介護事業者への販売も検討しています。

タッフの労働時間が58％短縮されるな
ど、業務効率化に大きな効果が出ていま
す。ご入居者様が着席してから食事が提
供されるまでの時間も半分に短縮され
たため、満足度の向上にもつながってい
ます。

こ のように、より少ない人員で良質
な介護サービスを提供できる体制

の構築に加え、スタッフの働き方改革・
働き方の多様化による人材の獲得にも
力を入れています。中でも当社の特徴と
言えるのが、昨年より導入した「選択式
週休3日制度」です。導入前のアンケー
トでは、社員の50％が「週休３日に興味
あり」と回答しました。現在、週休３日を
選択しているスタッフに、3日間の休み
のうち１日は副業を認めていますので、
中には短期アルバイトアプリなどを活
用して他社の介護事業所で働くスタッ
フもいます。単純に収入が増えるだけ
でなく、違う現場で働くことで新たなス
キルや知識を得るなど成長の機会にも
なっています。中途採用についても、応
募者数が20％増えるなど、求職者への

　しかし、AIで全てが解決できるわけで
はありません。最後に判断し解決してい
くのは人です。だからこそ、マジ神を育
成していく必要があると考えています。

こ のほか、介護業界の人材不足への
対応として、働き方の多様化にも

力を入れています。グループ会社のベ
ネッセキャリオスでは、医療・介護の有
資格者に向けたスポットワークサービ
スを約1年前に始めました。今後は、無
資格・未経験者層まで対象を拡大する
ことを検討しています。働く側にとって
は「まずはお試しで働き、自分に合いそ
うだったら就職する」という使い方もで
きます。実際に15名がここから当社で
の直接雇用につながっています。
　現場では、厨房スタッフの不足も深刻
です。そこでベネッセパレットというグ
ループ会社で「Neoきざみ食・ソフト食・
ミキサー食」を製造し、当社の各ホーム
で導入しており、厨房業務が大幅に削減
できています。これらの介護食の外部販
売も進め、厨房スタッフの人材不足解決
にも寄与していきます。

アピール効果が非常に大きいと実感し
ています。
　また、介護業界はどちらかと言えば、
スタッフの業務レベルの均一化を重視
する考え方にありますが、当社では「困
難な業務については、スキルの高いス
タッフが担った方がご入居者様にとっ
てもメリットが多いのでは」という考え
のもと、業務遂行能力の高い人材を「ア
ソシエイト・リーダー」として設置し、人
員配置の最適化、生産性の向上を進めて
います。

こ うした一連の取組は、運営コスト
の減少に加え、2024年4月の介

護報酬改定で新設された生産性向上推
進体制加算の算定などといった収入増
加につながります。それらをスタッフに
しっかり還元することで、業界トップレ
ベルの給与水準を目指していきます。

週休３日制などスタッフの多様な働き方促進
中途採用の応募者数２割増とＰＲ効果抜群
　　　㍿ チャーム・ケア・コーポレーション

介護の匠「マジ神」2,000名認定に向け育成
マジ神の思考やノウハウを搭載したＡＩも開発
　　　　　　　㍿ ベネッセスタイルケア

代表取締役会長兼CEO

下村 隆彦 氏
代表取締役社長

滝山 真也 氏
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ア ズパートナーズの運営する高齢者
住宅は、全て介護付きホームです。

大規模・中堅規模の高齢者住宅運営事
業者としては珍しいと思います。
　そして、創業５年目という早い時期か
ら、新卒学生の採用に取り組んできまし
た。ここ数年は170名以上の学生を採
用しており、2024年4月時点で、介護
スタッフの83.3％が新卒入社の社員と
なっています。
　これらの介護スタッフが働きやすい
介護現場の構築に向けては、2017年に
導入した「EGAOlink」が大きな契機に
なりました。これは、当社とパラマウン
トベッド、アイホンなど複数のベンダー
で開発したシステムで、ご入居者様の睡
眠・呼吸・離床などの状態把握、記録入
力、コールへの対応などをスマートフォ
ンで一括対応できます。実際に、1ホー
ムにつき1日あたり17時間の労働時間
削減につながり、スタッフの業務負担軽
減になっています。
　機器の導入に際して重視したのは「機
器を入れることにより『どういう世界を

S OMPOケアは、「日本の介護を変
える。そして、日本の未来を創る。」

をパーパスに掲げ、介護付きホームにお
ける「未来の介護」に取り組んでいます。
　介護業界最大の課題は「人」であり、
今後、働く人が圧倒的に足りなくなりま
す。他業界では人件費高騰を価格転嫁
できますが、公的保険制度のもとではそ
れが難しい面があります。そこで、2023
年度より品質を伴う生産性向上と働き
がい向上を共に実現させる「未来の介
護」への取組を進めてきました。
　まず全体イメージをご説明しますと、
ホームの業務を、食事介助や排泄介助な
どの「直接介護」と、掃除や洗濯などの

「間接業務」に分け、それぞれを見直しま
す。この際、職員は人にしかできない業
務に注力し、それ以外はテクノロジーに
任せます。
　具体的には、最初にホームごとに事前
説明を実施したうえで、ステップを踏ん
で導入していきます。事前説明とは、中
核となる職員に、なぜこの取組をしなく
てはならないか、腹落ちするまで徹底的

作るのか』という共通認識を全員が持
ち、業務のオペレーション自体を変えて
いく」という意識の徹底です。当社の場
合は、介護スタッフの一番の負担となっ
ていた夜間巡回・訪室の軽減が目的で
した。
　「システムの導入により、これまでよ
りも少ない人数で夜勤ができるように
する」という説明をしたとき、現場から
は「今でも人が足りないのに、人を減ら
して現場が成り立つわけない」という反
発がありました。また「機械に任せるの
は私が理想とする介護ではない」と退職
をする人もいました。ご入居者様のご家
族からも「介護付きホームなのに、夜間
の見守りもしてくれないのか」というご
不満の声もあがりました。

し かし、それらを恐れていては何も
進みません。「多くの方が問題なく

休まれている深夜に訪室するのは無駄
な業務ではないのか」「訪室によってご
入居者様が目覚めてしまうことが、逆に
コールの増加につながるのではないの
か」「DX化によって創出された時間は、

に議論することです。スタッフの理解が
取組の成果を左右するため、特に丁寧に
実施します。

そ の後、業務量の可視化、業務の標
準化・テクノロジーの導入の順で

ステップを踏んでいきます。ここで重視
しているのが「一律援助の見直し」です。
これまでも、ご入居者様一人ひとりに合
わせた最適な「個別ケア」を推進してき
ましたが、ホーム運営を効率化しようと、
決まった時間に、ご入居者様全員一律
に食事介助や排泄介助を実施するケー
スがありました。しかし、これは実は非
効率で、例えば排泄介助について、予定
した時間に伺っても空振りに終わり、か
えって予定外の時間にナースコール対
応が生じることがあります。これを見直
せば、ご入居者様は受けたいときにサー
ビスを受けられますし、結果的にナース
コールも減ります。
　活用しているテクノロジーとしては、

「直接介護」では睡眠センサーや介護用
シャワーなどを、「間接業務」では再加熱
カートや介護記録システム・データ分

ご入居者様の状態や希望に沿った個別
ケアのために使う」などの説明を、皆が
納得するまで時間をかけて行っていき
ました。現在、「EGAOlink」を当社の全
ホームに導入しています。

D Xを含めた働きやすい介護現場の
実現については、「経営者が本気に

なること」「目的を明確にすること」「退
職者が出るなど多少のリスクは覚悟す
ること」に加え、経営層・現場を含めた
全員が「楽しむ」ことがポイントになる
と考えています。
　昨年6月からは、自社の経験やノウハ
ウをもとに、他の介護事業者のDX化を
サポートする事業を開始しました。特別
養護老人ホームからの問い合わせが多
く寄せられています。「補助金が出たと
きに単発で機器やシステムを導入した
ので、大きな効果が発揮できていない」
などの課題を抱えているケースが多い
ようです。運営するホーム全てのDX化
を前提に考えれば、後付け可能であるこ
とも、機器やシステムの選択の際には必
須のポイントになるでしょう。

析システムなどを導入しています。業務
効率化だけでなく、ご入居者様へのより
良いケアの提供に役立てています。
　こうした取組を重ねて創出した時間
を「Qライン」と呼んでいますが、この時
間を活用し、子ども食堂の開催など、ご
入居者様の生きがい支援や地域交流を
行っています。効果として、2024年12
月末現在、220棟の介護付きホームで、
ひと月あたり７万時間の生産性向上を
実現しており、あるホームでは月に400
時間の労働時間を短縮できています。

こ うした業務スタイルの見直しに加
え、累次の処遇改善などにより、

2016年度末で19.1％だった離職率は、
2024年度末に11.7％となる見込みで
す。この離職抑制効果、未来の介護効果
を、処遇改善として職員に更に還元し、
モチベーションやサービス品質の向上
につなげるという好循環を目指してい
ます。
　今後、「未来の介護」を多職種での取
組に広げ、IT・デジタルのフル活用にも
チャレンジします。

日本の介護を変えるべく「未来の介護」を実践
品質を伴う生産性向上・働きがい向上の実現へ
　　　　　　　　　　　ＳＯＭＰＯケア㍿

独自システム導入で１日17時間の業務削減
「ＤＸでどういう世界を作るのか」という
認識の醸成がカギ     ㍿アズパートナーズ

代表取締役社長ＣＥＯ

鷲見 隆充 氏
代表取締役社長兼CEO

植村 健志 氏
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Topics
介護分野における

「経営情報の見える化」について
2023年の介護保険法改正等により、介護事業分野における「経営情報の見える化」が2024年度か
ら義務付けられました。「経営情報の見える化」には、①介護サービス事業者経営情報のデータベース
の構築、②介護サービス情報公表制度における公表情報内容の追加、の２つの内容がありますので、
お間違えのないようにお願いします。

❶ 経営情報データベースの構築
　まず、①の「介護サービス事業者経営情報のデータ
ベースの構築」ですが、３年に１度実施される「介護事
業経営実態調査」を「補完」する目的を有しています。
　同調査は任意の調査で対象も全事業所の1/4を抽出
して行われるのに対し、①は全ての介護事業者が都道
府県に毎年度報告することが義務付けられています。
　報告の期限は、「毎会計年度終了後3か月以内」です
が、国におけるシステム開発に時間を要したために、今
年度に限り、2024年度内でよいこととなっています

（都道府県への報告はこのシステムに直接入力するこ
と等により行います。）。
　報告の単位は、原則、介護サービス事業所・施設単位
ですが、事業所・施設ごとの会計区分を行っていない場
合などのやむを得ない場合については、「法人単位」で報
告することとしても差し支えないこととなっています。
　なお、厚労省のQ&Aでは、「法人内のサービス種別
ごとの報告が可能である場合、サービス種別ごとに報
告をいただくことは、差し支えありません。」とされてい
ます。可能な限り正確なデータを報告する上では、介護
付きホーム（特定施設）等の「サービス種別」で報告す

るという方法の活用も考えられます。
　①の報告は、介護事業経営実態調査を「補完」するも
のであり、都道府県知事への報告に当たっては、経営実
態調査と同様の考え方で報告する必要があります。
　具体的には、本社の役員報酬、エリア組織等の人件
費や本社で管理している費用（広告宣伝・採用・研修
その他すべての費用）は、売上げ等に応じて按分して、
各事業所の「本部費」として計上してください。

❷ 介護サービス情報公表制度
　次に②の「介護サービス情報公表制度における公表
情報内容の追加」は、これまで行われていた都道府県
の「情報公表制度」の報告・公表の対象に「財務状況」
を追加するものです。
　報告期限は、各都道府県等の実情に応じて適宜定め
ることとされています。
　報告の単位は、①と同様に、介護サービス事業所・施
設単位ですが、事業所・施設単位で会計処理を行って
いない場合等、やむを得ない場合については、法人単
位で報告して差し支えないこととなっています。
　なお、①②の報告情報の内容ついては図表１をご参
照ください。

　2024年12月19日に、「終の棲家『介護付き
ホーム』を考える議員懇話会」（会長：平将明衆
議院議員、デジタル大臣）が開催されました。
　会議には、平将明衆議員議員、介ホ協の顧問
である鴨下一郎氏（元衆議院議員）、平沢勝栄衆
議院議員（副会長）、宮﨑政久衆議院議員（事務
局次長）、佐々木紀衆議院議員（幹事）、小森卓郎
衆議院議員（幹事）、塩崎彰久衆議院議員（幹事）、
朝日健太郎参議院議員（幹事）のほか、国会議員
4名の秘書が参加。官公庁からは、厚生労働省の
黒田秀郎老健局長をはじめ、国土交通省を含め
た10名の職員が参加しました。
　当協会からは、鷲見隆充代表理事が深刻な介
護人材不足の現状を説明するとともに、全産業

平均を目指した処遇改善や生産性向上に資する
規制改革、職業紹介事業者の紹介手数料適正化
等について要望しました。

要望の概要（説明資料より一部抜粋）

「終の棲家『介護付きホーム』を
考える議員懇話会」で
介護人材不足への対応等を要望

１．必須項目：事業所又は施設
	 （１）名称、所在地その他の基本情報
	 （２）収益及び費用
	 （３）職員の職種別人員数
	 （４）その他必要な情報(複数の介護サービスの事業の有無等）

２．任意項目
	 （１）職種別の給与（給料・賞与）等

経営情報データベースの構築 介護サービス情報公表制度
１．必須項目：事業所又は施設
	 （１）基本情報・運営情報
	 （２）事業所等の財務状況（財務諸表又は計算書類等）
		  ・事業活動計算書（損益計算書）
		  ・貸借対照表（バランスシート）
		  ・資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

※会計基準上、作成が求められていない等の事情がある
場合は、資産や負債、収支の内容が分かる簡易な計算書類
でも可（法人単位での公表可）

２．任意項目
	 （１）介護サービスの質（要介護改善状況等）
	 （２）従業者に関する情報（一人当たり賃金等）

（写真左から）宮﨑政久衆議院議
員、鴨下一郎顧問、平将明衆議院
議員、鷲見隆充代表理事、植村健
志副代表理事、老松孝晃副代表理
事、秋山幸男常任理事、市原俊男
常任理事、下村隆彦常任理事、葛
城武典理事、安藤恵子監事

介
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つ
の
未
来
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レ
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向
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向
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講師に聞く

報告情報の違い図表 1
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